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国 家 税 務 総 局 が 公 布 し た 「 非 居 住 納 税 者 が 享 受 す る 租 税 協 定 の 優 遇 管 理 弁 法 」

（ 2019 年 第 35 号 ） は 2020 年 1 月 1 日 よ り 実 施 す る 。 非 居 住 納 税 者 の 租 税 協 定 の

享 受 を 簡 素 化 す る た め 、 国 家 税 務 総 局 は 元 の 管 理 弁 法 （ 国 家 税 務 総 局 公 告 2015 年

第 60 号 ） を 改 定 し た 。 改 正 の 主 な 点 は 下 記 の よ う に 纏 め る 。    

変 化  元 弁 法  新 弁 法  

報 告 表

の 提 出  

1.非 居 住 納 税 者 の 税 収 居 住 者 身 分 情 報 報 告 表

（ 表 様 式 計 2 枚 ）  

2.非 居 住 納 税 者 が 租 税 協 定 を 享 受 す る 状 況 報

告 表 （ 表 様 式 計 7 枚 ）  

1.非 居 住 納 税 者 が 租 税

協 定 を 享 受 す る 情 報 報

告 表 （ 表 様 式 1 枚 ）  

資料準備 
申 告 時 に 下 記 資 料 を 提 出 必 要  

1.租 税 協 定 を 締 約 し た 相 手 方 の 主 管 当 局 が 発

行 し た 税 収 居 住 者 の 身 分 証 明  

2.所 得 の 取 得 と 関 連 す る 契 約 、協 議 、董 事 会・

出 資 者 会 決 議 、 支 払 証 憑 等 の 権 利 所 属 証 明  

3.租 税 協 定 優 遇 の 享 受 条 件 に 符 合 す る を 証 明

で き る そ の 他 の 資 料  

左 記 資 料 を 備 付 ・ 保 管

必 要  

責 任  
非 居 住 納 税 者 ま た は 源 泉 徴 収 義 務 者 は 提 出

資 料 の 完 備 性 、 報 告 表 記 載 情 報 の 真 実 性 ・ 正

確 性 を 保 証 す る 。  

 租 税 協 定 優 遇 を 享 受 す る 前 に 、 非 居 住 納 税

者 ま た は 源 泉 徴 収 義 務 者 か ら 提 供 を 受 け た 資

料 に 対 し 、 所 轄 税 務 当 局 は 審 査 を 行 い 、 一 部

の 事 前 の 監 督 ・ 指 導 の 責 任 を 果 た し て い る 。  

 租 税 協 定 優 遇 を 享 受 し た 後 、下 記 状 況 以 外 、

所 轄 税 務 局 は 別 途 で 資 料 ま た は 説 明 を 要 求 し

な い 。 1.所 轄 税 務 局 は 管 理 中 に お い て 、 報 告

表 及 び 資 料 を も っ て 非 居 住 納 税 者 が 租 税 協 定

優 遇 の 享 受 条 件 に 符 合 す る と 証 明 で き な い こ

と を 発 見 し た 場 合 。 2.非 居 住 納 税 者 に は 脱

税 ・ 租 税 回 避 の 疑 い が あ る 場 合 。  

租 税 協 定 優 遇 を 享 受 す

る 前 に 、資 料 の 完 備 性 、

協 定 享 受 可 否 の 判 断 は

す べ て 申 告 者 （ 非 居 住

納 税 者 ま た は 源 泉 徴 収

義 務 者 、 以 下 同 様 ） が

自 己 判 断 す る も の と な

り 、 判 断 ミ ス に よ る 責

任 も 申 告 者 に よ り 負 う  

。  

改 正 後 は 、非 居 住 納 税 者 が「 自 己 判 断・申 告・資 料 保 管 」の 取 扱 方 法 で 協 定 待 遇

を 享 受 す る 。  

新 規 定 の 本 質 か ら 見 る と 、 申 告 者 が 準 備 す べ き 資 料 は 改 定 前 と ほ ぼ 同 じ だ が 、  

申 告 当 時 に 提 出 必 要 が な く な り （ 申 告 者 自 己 保 管 ）、 税 務 当 局 が 調 査 さ れ 資 料 提 出

の 要 求 を 受 け た 時 に 、提 出 す れ ば 良 い と 改 定 さ れ 、事 前 提 出 す べ き 資 料 が 減 少 さ れ

て お り 、 申 告 時 点 で は 手 続 き が 簡 素 化 さ れ て い る 。  



 

但 し 、資 料 完 備 性 、協 定 享 受 可 否 の 判 断 に 関 す る リ ス ク は 申 告 者 に 移 ら れ 、非 居

住 納 税 者 の 租 税 協 定 享 受 手 続 き を 簡 素 化 し て い る 一 方 、適 法・適 切 処 理 し た い 申 告

者 と し て は リ ス ク を 高 め て い る と も 思 わ れ る の で 、今 回 の 改 訂 は 会 社 と し て 必 ず し

も メ リ ッ ト が あ る と は 限 ら な い 。  

 

中 国 国 内 に お け る 日 系 企 業 が 外 国 の 非 居 民 企 業 へ 利 息 配 当 金 、特 許 権 使 用 料 、コ

ン サ ル サ ー ビ ス の 提 供 等 を 含 め る 非 貿 易 性 質 の 代 金 を 支 払 う 時 に 、租 税 協 定 優 遇 を

享 受 す る か ど う か に つ い て は 、「 中 国 人 民 共 和 国 企 業 所 得 税 法 」（ 以 下 は 「 国 内 法 」

を 略 称 ）に 合 わ せ て 、支 払 先 の 所 在 地 区 が 中 国 政 府 と 締 結 し た 租 税 協 定 に お い て 約

定 内 容 に よ り 判 断 す る 必 要 が あ る 。  

租 税 協 定 は 国 内 法 以 上 な 特 恵 条 件 を 与 え ら れ な い 場 合 、企 業 は 代 金 支 払 時 に 租 税

協 定 の 享 受 手 続 き を 行 う 必 要 が な く 、国 内 法 の 規 定 に よ り 取 扱 え ば よ い と 思 わ れ る 。

国 内 企 業 が 日 本 国 企 業 へ の 非 貿 易 性 質 の 代 金 支 払 に つ い て 国 内 法 と 租 税 協 定 の 相

違 点 は 下 記 通 り で あ る 。  

課税所得額 税率 課税所得額 税率

配当金、利息

特許権使用料

中国国内で提供したコンサルサービスは

同一項目または二つ以上の関連項目で

、その業務期間は任意の連続 12 ヶ月の

間連続或いは累計で 6 ヶ月を超えてい

ない。

免税

上記業務の期間が任意の連続 12 ヶ月

の間連続或いは累計で 6 ヶ月を超えた

場合、国内法が規定した課税方式により

実行する。

25%

コンサルサービスの提供

中国国内での役務提供は国内所得に該当する

ため、中国国内で課税する必要がある。

当該役務提供に係る支出、費用が合理的に認識

できる場合、課税所得額は収入から費用支出を

差し引いた金額とする。

通常、実務上は収入に税務機関が査定した利益

率に乗じた金額を課税所得額とする。

25%

注記：➊企業所得税法上の税率は20%、企業所得税実施条例はそれを10%に減少させたため、実際の適用税率は10%である。

   　　 ❷中国と各国が締結した租税協定は異なっており、例えば、国内企業がシンガポールへ利息を支払う時に、相応な条件

　　　　　を満たす場合5%の優遇税率を享受できる。そのため、国外へ上記代金を支払う時に、当該国家との租税協定の規定に

　　　　　合わせて法律根拠を選択できる。

項目

国内法 ❷租税協定(例：中日両国）

支払うべき代金全額 ➊10% 支払うべき代金全額 10%

 

 


